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は じ め に
　日本政府は、今年（2010 年）7月 1日から中国人旅行客の個人訪日ビザの発給条件を大幅に緩和す
ることを決定した。その背景には、近年中国人海外旅行の急速な拡大と訪日旅行需要の高いポテンシャ
ルがある。2000 年以降中国人海外旅行は平均 2 桁の年率で伸びてきており、その拡大傾向は今後も
続いていくことが見込まれている。国際連合の世界観光機構（World Tourism Organization: UNWTO）は、
2000年度の国際観光客の実績が6億9700万人から2020年には15億6100万人に達し、そのうち中国は、







































　他方では、建国復興期を経て、政治、経済情勢の安定化と外交活動の活発化が進み、1954 年 4 月
には中国国際旅行社（国旅と略す）が成立された。国旅は中国本土初の国際旅行業務機構であり、そ
の業務対象は、政府や国家機関が招いた外国訪問者であった。その後、国旅は、上海市、西安市、桂
林市などの 12 の都市にその支社を展開していった 1。1956 年から 1957 年までの間、国旅は、旧ソ連、
東欧諸国の一部、モンゴル、および西側の 23 カ国の旅行業者と提携関係を締結した。
















した（Searchina: サーチナ、2006 年 10 月 3 日）。
　国際旅行の産業化に中国の指導部が後押しに動く。1978 年 3 月 5 日に、中共中央委員会は、観光
旅行機関を設立し、観光旅行業を発展させることを決定し、通達を出した。同年夏に、香港の 300 名
の青少年が夏キャンプに参加するために中国本土を訪れた。さらに、鄧小平（当時国務院副総理、最




した旅行産業化の政策転換の追い風を受けて、中国を訪問する入国者数は、1980 年に 570.25 万人、
1981 年に 776.71 万人となり、それぞれ前年より 35.6％、36.2％と急増した（国家統計局、1988）。
　1982 年 8 月に、中国旅行遊覧事業管理局は、中国国家旅游局（国家観光局）に改称された。1983





















トバウンド旅行のデータが 5 年前（1993 年）まで遡って公式に公表された。観光旅行統計によると、
1993 年には、中国人出国者数は約 584.4 万人（延べベース。以下、同じ）で、同年の外国人入国者数
の 4152.7 万人をはるかに下回っている 3。その後、渡航先解禁の対象国・地域が拡大するにつれて、海
外旅行は、次第に増加して行く（図表 1 －①）。2000 年に始めて 1000 万人の大台に上がり、2004 年
には 2885 万人に、2008 年には 4584.4 万人に達している。しかし、2008 年現在の中国人出国者数は、





的な伸びを見せた（図表 1 －②）。また、2000 年から 2008 年までの平均伸び率は中国人出国者数全
体が 20.0％、個人出国者数が 29.2％となり、同期間の外国人入国者数平均伸び率の 6.9％を圧倒して
いる。
　アウトバウンド旅行の消費については、中国観光研究院によると、2008 年に、一人当たりの消
費額は 2001 元〜 3000 元（約 2 万 6000 円〜 3 万 9000 円、1 元＝ 13 円）が全体の 25％で最も高く、








ていた。2000 年には、海外個人旅行者数は、563.09 万人に達し、中国人海外旅行者全体の 53.8％を
 3 　『中国統計年鑑』で公表された中国人出国者数は、初公表の 1998 年版と翌年の 1999 年版とでは指標の概念、範囲（例
えば国際交通機関に同乗する乗務員、添乗員への扱い方など）に大きな開きがある。そのため、1993 年の出国者数に
ついては 1999 年版年鑑のデータに基づいて次のように上方修正した。
　　1993 年中国人出国者数＝ 98 年版統計年鑑の同出国者数×修正係数
　　修正係数＝ 99 年版統計年鑑 94 〜 97 年出国者数／ 98 年版統計年鑑の 94 〜 97 年出国者数
 4　 中国観光研究院（2010 年）、p.9、p.81。
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げられる。旧暦の 1 日から 7 日までの大型連休となる春節は、中国で最も重要とされる祝日である。
次いで 10 月 1 日の建国記念日から約 1 週間の大型連休となる国慶節である。国際労働節は 5 月 1 日










期間中の旅行全体が増えている（図表 3）。春節前後の旅客総数は史上最高の 25 億 4100 万人とされ
ている。春節連休期間における旅行の増加要因は、2008 年からの 5 月大型連休の廃止により、春節
連休期間における旅行需要を高めたためである。また、物見遊山的な旅行需要の増加は、同期間にお
ける旅行全体の増加要因でもあった。中国の全国休日弁公室によると、今年（2010 年）の春節連休
期間（13 日〜 19 日）において国内観光客は１億 2500 万人で、前年同期比 14.85％の伸びとなった。
春節連休期間の観光増加に伴い、経済的効果も大きい。同期間の観光収入は 646.2 億元（約 8526 億
9321 万円、1元＝ 13.1955 円）で、前年同期比 26.9％の伸びとなっている（全国休日弁公室、2010 年








年次 観光客数 観光収入 観光客数 観光収入 観光客数 観光収入
2000 2000 163 5980 230 4600 181
2001 4496 198 6397 249.8 737.6 288
2002 5158 228 8071 306 8710 331
2003 5497 257 8999 346 - -
2004 6329 289 10100 397 10400 390
2005 6902 313 11100 463 12100 467
2006 7832 368 13300 559 14600 585
2007 9220 438 14600 642 17900 736
2008 8737 393 17800 796 － －





物などで１人当たり 6 千ドル、総額 600 万ドルを使ったという（新華社、2010 年 2 月 18 日）。日本
でも家電量販店や百貨店などが春節休暇で日本を訪れている中国人観光客でにぎわいをみせている。
東京・秋葉原の店では中国人観光客が多く、なかでも 5万円近い日本メーカーの炊飯器を数台まとめ




旅行による収入が前年を 40％上回り、過去最高になると試算している（NIKKEI NET、2010 年 2 月





2008 年に中国人海外旅行者の渡航先（最初旅行目的地 7）は、香港が 1755.7 万人と最も多く、マカオ
が 1552.17 万人で 2 位である（図表 4）。次に日本は 155.65 万人、ベトナムは 137.41 万人、韓国は







図表 4　2008 年中国人海外旅行者が旅行した上位 12の国・地域
国または地域 人数 海外旅行全体に占める割合
順位 （最初到着地） （万人） （％）
1 香港 1755.70 38.29 
2 マカオ 1552.17 33.85 
3 日本 155.65 3.39 
4 ベトナム 145.90 3.18 
5 韓国 137.43 2.99 
6 ロシア 78.99 1.72 
7 アメリカ 77.55 1.69 
8 シンガポール 71.26 1.55 
9 タイ 62.26 1.35 
10 マレーシア 62.26 1.35 
11 オーストラリア 41.31 0.90 





































に、カナダ政府は 2006 年から 3年間にわたって中国政府と交渉を続けたが、指定批准が得られなかっ
た。その原因は中国の人権問題（法輪功取り締まり、中国系カナダ人逮捕など）への批判や 07 年の
カナダ首相がダライラマと会談したことなどのためだといわれている（Record China: レコードチャ
















1983 年 香港 83 年広東省、84 年に全土へ拡大。





1999 年 オーストラリア、ニュージーランド 99 年に北京、上海、広州住民に限定、04 年に対
象地域拡大、06 年に全土。
2000 年 日本、ベトナム、カンボジアなど 5カ国 日本は北京、上海、広州、その後次第拡大（図
表 12 を参照）。
2002 年 インドネシア、トルコ、エジプトなど 5カ国
2003 年 ドイツ、インド、パキスタン、南アフリカ、キュー
バなど 9カ国




2006 年 蒙古、バハマなど 5カ国
2007 年 アルゼンチン、ウガンダ、シリア、ブルガリア
など 13 カ国
2008 年 アメリカ、イスラエル、台湾 アメリカは北京、天津、上海、福建、広東など
の 13 省・市の住民を対象に。台湾は北京、天津、
上海、福建、広東などの 13 省・市の住民に限定、
2010 年 7 月に全土へ拡大
2009 年 マリ、ガナなど 9カ国
2010 年 カナダ、北朝鮮
（資料）張（2008）、pp.166 － 168、中国旅行研究院（2010）などに基づいて整理。
　1998 年に韓国旅行、99 年にオーストラリア、ニュージーランド旅行、2000 年に日本旅行が相次い
で解禁された。2000年以降になると旅行解禁はさらに拡大し、ピーク時の2004年には欧州の29カ国、
アフリカ諸国への海外旅行が解禁された。旅行解禁の急速な拡大は国民の海外旅行意欲を強く刺激し
た。2004 年の国民の海外旅行者数は 42.7％、個人旅行者数も 55.2％の伸びを記録している。
　2007 年 10 月に、中国とアメリカは中国国民のアメリカ観光解禁に関する合意文書に署名し、2008
年 6 月 17 日に、北京、天津、上海などの 13 の省・市住民を対象にアメリカへの団体旅行を解禁した。
2009 年 12 月に、中国政府はカナダおよびカナディアン・ロッキーを海外旅行目的地国家・地域に指
定した。国民のアメリカ、カナダ旅行者数はアジアの国・地域に比べてまだ少ないが、これからこの
両国への旅行需要は高まっていくであろう。
　2009 年の時点（11 月現在）で、中国と 138 カ国・地域は海外旅行協定に署名し、実際に 104 カ国・
地域で団体旅行の解禁が実施されている。日本では 64 年の海外旅行自由化から 73 年の第一次石油危
滕　　　　　鑑192










年の春節に初めて中国大陸と台湾の直行チャーター便が就航した。また、04 年 12月、05 年 6 月、07




中国大陸と台湾との関係改善が進んでいく。この流れを背景に、同年 6 月 11 日に大陸を訪問した台
湾海峡交流基金会（海基会と略す）の江丙坤理事長が中国側の窓口交渉機関である海峡両岸関係協会
（海協会と略す）の陳雲林会長や国務院台湾事務弁公室の王毅主任と初会談し、週末直行チャーター
便運航と中国からの台湾観光解禁に合意した。6 月 13 日には、海協会の江丙坤理事長と海基会の江
丙坤理事長は「中国の大陸住民が台湾観光に関する海峡両岸間協定」に署名して、7 月 18 日から正
式に大陸から台湾への観光旅行（団体）が解禁となった。対象は、まず、北京、天津、上海、福建、
広東などの 13 省・市の団体旅行とした。また 11 月 3 日には、江丙坤理事長と台北に訪れた陳雲林会
長と第二次会談を行い、両岸の三通の実現で合意した。12 月 15 日には中国と台湾の間で「三通」を





大陸観光客の台湾訪問ブームを引き起こした。2010 年上半期は前年同期比 105％増の 67 万 3 千人と
なった（「人民網日本語版」 2010 年 07 月 20 日）。
国民休日・休暇制度の改革
　観光を通じて内需拡大の経済成長を図るため、労働時間の短縮と休暇取得の制度化が求められた。





　さらに、1999 年に 3 連休 3 回の連休制度が導入された。従来の春節 3 日間、労働節 1 日間、国慶
節 2日間の休日が春節 3日間、労働節 3日間、国慶節 3日間に改正されたのである。こうした改正休
日と土日の振替休日とをセットにすると 7日間の大型連休になる。この連休制度導入の狙いは連休の
大型化による内需の拡大にあった。当然ながら、この改正は国民の海外旅行需要にも大きな影響を与
えた。国民の出国者数は、大型連休制度が実施された 1999 年に 923.2 万人で前年より 9.6％伸び、翌
年の 2000 年には初めて 1000 万人の大台に乗せて、前年より 13.43％伸びた。また、個人海外旅行者





中することの弊害を解消しようとして、政府は、2008 年から 5 月の大型連休を廃止し、「従業員有給
休暇条例」を導入した（1 月 1 日施行）。これに続き 9 月 18 日に条例の実施細則の「企業従業員有給
休暇実施方法」を実施した。同実施細則は、連続して１年以上勤務している従業員に対して、勤務期













一般的に、1人当たりの所得が 300 ドルから 400 ドルまでは国内旅行需要、1000 ドルに達すると越境
旅行需要、さらに 3000 ドル以上に上昇するとより遠くの海外旅行需要が高まるといわれる。2008 年
には、中国全体の 1人当たり GDP は 3268 ドルに達している。地方別に見ると、所得水準が最も低い
甘粛でも 1000 ドルを超えている（図表 7）。黒竜江以上の 13 の省市自治区は 3000 ドルを超え、1 位
の上海は 10000 ドルの大台に乗せている。所得水準からみて中国には海外旅行需要が十分にあるとい
える。
 8　詳細については劉・程・龍（2009）、pp.130 － 132、pp.134 － 136 を参照されたい。
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　また、個人所得が高いほど海外旅行需要は増加する。サーチナ総合研究所の調査によると、最近年
間 3 回以上海外旅行をした人は、月収 6000 元以上の所得層が 17％にも達しており、月収 1999 元以
下の所得層の 1〜 2％と大きな開きがある（図表 8）。また、上海、北京、広州のような経済が発展し
た地域では、最近年間 2 回〜 3 回海外旅行した人の割合は、上海が 18.3％、広州が 15.0％、北京が
12.5％で、4 回以上海外旅行した人の割合は、北京が 11.3％、広州が 9.8％、上海市が 9.4％と、いず
れも高い（図表 9）。




月収入別 1回 2回 3回〜 5回 なし 計
999 元以下 12  5  2 81 100
1000 〜 1999 元 12  5  1 82 100
2000 〜 2999 元 19  8  3 70 100
3000 〜 3999 元 26  8  4 62 100
4000 〜 5999 元 32 15  9 44 100
6000 元以上 30 18 17 35 100












上海市 35.6 18.3  9.4 36.7 50.6 29.8 12.6  7.0 
北京市 24.4 12.5 11.3 51.8 42.1 26.8 21.0 10.1 
広州市 29.1 15.0  9.8 46.0 44.0 27.1 22.8  6.1 














準備金）が急増した。06 年 2 月末には日本を抜いて世界一に躍進し、同年末には１兆ドルの大台を
突破した。09 年末の外貨準備高は 2兆 3991 億 5200 万ドルとなり、前年末に比べて 23.3％増え、2位























為替制度改革が着手された。94 年には人民元の対米ドル為替相場で 6割超（91 年〜 93 年平均１ドル
＝ 5.5 元→ 94 年初 8.7 元）の大幅な切り下げが行われた。94 年から 04 年まで人民元の対米ドル対為
替相場は 8.27 元台に固定する事実上の固定相場制が採用されていた。しかし、この期間にはドル高
が進行したため、人民元の対アジア通貨の実効レートは上昇した。2003 年頃から欧米、日本などの
先進諸国が人民元の切り上げを要求し、この要求に応じる形で 05 年 7 月 21 日に中国政府が人民元を
対ドル為替相場でそれまでの 1ドル＝ 8.2765 元から、1ドル＝ 8.11 元に 2％切り上げた 9。また、人民
元の対ドル為替相場の許容変動幅を基準相場の上下 0.3％に設定し、変動幅はきわめて狭いが、為替
バンド制度を採用するようになった。そのため、2005 年以降、人民元レートは、元高基調に転換した。
2008 年は 6.9451 元で、対前年 8.7％も上昇した。ほかに、人民元の対日本円、対香港ドル為替相場も、
人民元の対米ドル為替相場と同様に 94 年以降長期的に上昇傾向が見られる。一方、人民元の対ユー
ロ為替相場は、94 年以降、基本的に横ばいで推移してきた。しかし、2009 年 10 月以降ギリシャの財
政悪化に端を発した欧州危機の影響を受けたユーロ安で、人民元の実効レートは 2010 年初から 15％
へと大幅上昇している 10。
　この期間において中国を訪問する外国人旅行者数は、2005 年に対前年 10％の伸びで 1億 2029 万人
に達したが、その後伸び率は 1 桁水準に低下し、2008 年にはついに対前年 1.4％減の 1 億 3000 万人
 9 　 中国政府は人民元切り上げとともに、従来のドル・ペッグ制度（人民元をドルに固定）から、通貨バスケット制度（複
数通貨から構成される通貨バスケットを参照にしながら為替相場政策を行う）へ移行することも発表した。
10　 『日本経済新聞』（2010 年 6 月 20 日付け）。
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となった。他方では、中国人海外旅行者数は 05 年に 3103 万人で、対前年 7.5％と伸びた。その後 2




　2003 年 6 月に中国政府が持ち出し外貨枠を 2000 米ドルから 5000 米ドルに増額した。持ち出し外
貨枠制限の緩和は、国民の海外旅行ブームに拍車をかけることになった。03 年の国民の海外旅行者
数は、2022.19 万人と前年より 21.8％伸び、初めて 2000 万人の大台に上がった。また、翌年の 04 年
における国民の海外旅行者数は、2885 万人で対前年比 42.7％の伸びを記録している。さらに、個人











みると、１位は台湾 256.1 万人（外国人宿泊者数全体に占める割合 14.4％）、2 位は中国 249.8 万人
（同 14.1％）、3 位はアメリカ 225.8 万人（同 12.7％）、4 位は韓国 211.7 万人（同 11.9％）、5 位は香港
152.3 万人（同 8.5％）となり、これら 5カ国・地域で全体の 61.7％を占めている。外国人宿泊者全体
数は、前年に比べて全体で 20.2％減となったが、その原因は、世界同時不況、円高、新型インフルエ
ンザなどだと考えられる。なかでも、とくに中国人宿泊者数の外国人宿泊者数全体における割合は




2008 年 2009 年
順位（注） 人数 構成 順位（注） 人数 構成 対前年比
韓国 1 380.340 17.10 4 211.729 11.92 -44.33 
台湾 2 372.677 16.75 1 256.090 14.42 -31.28 
アメリカ 3 273.707 12.30 3 225.740 12.71 -17.52 
中国 4 247.842 11.14 2 249.754 14.06 0.77 
香港 5 184.901 8.31 5 152.258 8.57 -17.65 
オーストラリア 6 62.842 2.82 7 51.964 2.93 -17.31 
シンガポール 7 58.904 2.65 6 52.103 2.93 -11.55 
イギリス 8 53.708 2.41 8 43.200 2.43 -19.57 
フランス 9 47.864 2.15 10 42.733 2.41 -10.72 
タイ 10 46.076 2.07 9 43.192 2.43 -6.26 
ドイツ 11 43.736 1.97 11 36.459 2.05 -16.64 
カナダ 12 25.475 1.15 12 22.650 1.28 -11.09 
その他 － 426.758 19.18 － 387.922 21.84 -9.10 
















2000 年 9 月 団体 北京、上海、広州
2004 年 9 月 団体 遼寧、天津、山東、江蘇、浙江に拡大
2004 年 9 月 修学旅行 中国全土（ビザ免除）
2005 年 7 月 団体 中国全土
2008 年 3 月 家族 重慶、瀋陽、大連
2009 年 7 月 個人 北京、上海、広州
2010 年 7 月 個人 中国全土
（資料）入国管理局、国土交通省などに基づいて整理。
　世界経済危機の影響を受けて、2007 年から訪日外国人旅行者数が伸び悩み始めた。日本政府は、
さらに中国人訪日旅行の規制緩和を進めた。08 年 3 月から 2 人以上 4 人以下を対象にした訪日家族
観光ビザの発給を開始した。しかし、中国と日本の双方にそれぞれ 1 人の添乗員を同行させ、年収
27 万元（約 380 万円、1 元＝ 14 円）という厳しい発給要件がついているため、中国人訪日旅行者を
呼び込むには大きな効果がなかった。
　2009 年 7 月 1 日に、北京、上海、広州などに住む年収 25 万元以上（約 350 万円以上、1元＝ 14 円）
の住民を対象に個人訪日観光ビザが解禁された。今回の旅行解禁では、これまでの団体旅行、家族旅
行の解禁と大きく異なるのが、中国側と日本側いずれの添乗員の同行もなしで旅行が可能になった点
である。試行期を経て、重慶、瀋陽、大連、そして 1 年後の 2010 年 7 月 1 日から中国人の個人訪日
ビザの発給要件がさらに大幅に緩和された。ビザ発給地を内陸部と東北地方まで拡大し、重慶や瀋陽、
大連など日本領事館を設けていない都市でも手続きが可能になった。申請条件として大手クレジット


























10 位に入ったが、フランス（１位）の 4分の 1の 5.1％にとどまっている。
　中国人が日本訪問に躊躇する原因の一つは、旅行費用の高さにある。サーチナ総合研究所の調査に
よると、海外旅行をするにあたってネックになっているのは、「費用面」が 77.0％と最も高い。日本
観光の費用は高い。たとえば 1週間の滞在コースなら 1万元余り（約 14 万円、1元＝ 14 円）になる。
他の国への費用に比べて割高である。ドイツの場合、1 週間のツアーは 8 千 888 元（約 12 万 4 千円）
である（サーチナ総合研究所、2006）。
　もう一つの原因は、厳しい観光ビザの発給要件である。まずは、対象地域としての要件である。
2000 年の団体旅行解禁と 09 年の個人旅行解禁はいずれも特定地域（北京市、上海市、広州市）の住
民に限定されるものである。次に、所得制限についての要件である。2000 年の日本旅行解禁では、
団体旅行参加者保証金が１人につき 5万元であったが、それは当時都市住民の年間収入の 8倍、賃金
労働者の年間収入の 11 倍あまりに当たる大金であった。また、08 年 3 月 1 日から実施された訪日家
族観光ビザの発給要件では、25 万元以上の年収と添乗員同行が必須だとされている。年収 25 万は、
350 万円に相当する厳しい所得要件である。中国の物価は日本に比べて 5 分の 1 から 4 分の 1 といわ
れるが、単純に名目額に 3 倍をかけても実質的には日本で 1000 万円以上に相当する年収となる。そ

















なお今回のビザ発給緩和の対象はこれまでの 10 倍に当たる 1600 万世帯とするもので大きな進展と言
えるが、中国にとって 4 億 2000 万世帯の 4％にも及ばぬ一握りの富裕層に過ぎない。中国の訪日旅
行需要の拡大に大きなポテンシャルがあるため、今後発給要件のさらなる緩和が求められる。
む す び に
　2009 年 3 月に、日本の観光立国推進戦略会議において、「訪日外国人 2000 万人時代の実現へ－ も







画している」45.5％、「2 年〜 3 年以内に海外旅行を計画している」27.9％、「具体的な計画はないが、
いずれは海外旅行に行く予定」18.8％と、合計 92.2％が海外旅行を計画・予定している 12。人口の大き
さを考えると、今後中国の海外旅行市場がさらに成長する可能性は非常に高いといえる。
　また、人民元相場について、2008 年 8 月以降世界同時不況の影響を受けて、中国の輸出企業の業
績が悪化したため、中国人民銀行は 05 年から上昇基調にある人民元相場を 1 ドル＝ 6.83 に固定して








張広端（2008）「2007 年〜 2008 年中国出境旅遊発展的形勢分析与未来予測」（2007 年〜 2008 年中国海外旅行の現状分析
と将来予測）中国社会科学院旅遊研究中心『観光緑皮書　2008 年中国旅遊発展分析与予測』（張広端・劉徳謙編）、
社会科学文献出版社。
張広端（2009）「2008 年〜 2009 年中国出境旅遊発展的形勢分析与未来予測」（2008 年〜 2009 年中国海外旅行の現状分析
と将来予測）中国社会科学院旅遊研究中心『観光緑皮書　2009 年中国旅遊発展分析与予測』（張広端・劉徳謙編）、
社会科学文献出版社。
中国観光研究院（2010）『中国出境旅遊発展年度報告 2009 － 2010』（中国海外旅行発展年度報告）、中国旅遊出版社。
中国社会科学院旅遊研究中心（観光研究センター）『観光緑皮書』（GREEN BOOK OF CHINA’S TOURISM）（各年版）、
社会科学文献出版社。
中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）、中国統計出版社。
尹婕「中国旅游：歩履鏗鏘走過 60 年」（中国の観光業：60 年間の歩み）（2009）『人民日報』（海外版）、9月 30 日。
国土交通省観光庁『観光白書』（各年版）、コミュニカ。
国土交通省観光庁『宿泊旅行統計調査報告』（各年版、電子版）。










サーチナ総合研究所（2009）『中国消費者の生活実態 2009 － 2010 年版』（電子版）。
全国祝日弁公室（2010）『2010 年春節黄金周旅遊統計報告』（2010 年春節ゴールデンウィーク観光旅行統計報告）、2月。
